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研究成果の概要（和文）：本研究は，津波災害経験の乏しい発展途上国を主な対象として，効果

的な津波防災対策を実施する際に必要な総合的な津波防災戦略のモデルを提案するとともに，

いくつかの発展途上国への具体的な導入考えた場合の課題を整理した上で，津波警報システム

を構築するものである．その結果、津波を探知し，警報を出し，住民を避難させるまで，総合

的に支援するシステムを長期的に維持する基盤が整った． 

 
研究成果の概要（英文）：This research proposes the model of the overall necessary tsunami 
disaster management strategy for the developing country where the tsunami disaster 
experience is insufficient and extracts the practical problems when introducing this model 
for general practice. The basic framework that maintained the total tsunami disaster 
management system for detect the tsunami, give the alert, and evacuate the resident was 
developed. 
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１．研究開始当初の背景 
 

2004 年 12 月 26 日に発生したスマトラ沖

地震（M9.0）が引き起こした津波は，インド

洋沿岸の広い地域に甚大な被害をもたらし

た．この災害以来，インド洋沿岸諸国では，

津波防災対策へのニーズが急速に高まって

いるが，同じ震源で地震が発生するのは，百

年～数百年後であり，次に発生する地震はス

ンダ海溝沿いの別の領域で発生する可能性

が高い．その場合の津波災害の被災地は，

2004年 12月のイベントとは異なるものと考

えられる．そのような潜在的な別の津波災害

シナリオを考慮することなく，拙速に津波防
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災対策を実施すれば，再び「想定外」の津波

災害に襲われることになる． 
また，インド洋沿岸諸国では津波監視・警

報システムの導入が検討されているが，これ

らのシステムは，これまで莫大な予算と時間

を費やして，太平洋沿岸の津波監視システム

として開発されたものをインド洋沿岸に適

用しようとするものである．先進的ではある

が，高コストで専門性の高い組織による維持

管理が求められるこのようなシステムを，津

波災害の経験が乏しく，人的・財政的資源が

豊富とはいえないインド洋沿岸地域で，適切

に維持管理し，運用し続けることが可能だろ

うか．またシステムの寿命と大規模津波災害

の発生頻度を比較した場合に，導入されたシ

ステムが本当に津波災害軽減に役立つ機会

はどれほどあるのだろうか．さらに警報シス

テムを導入しても，住民が警報を受けて安全

に避難出来る体制が整備されていないこと

には，被害の軽減につながらない．地域の住

民には，警報システムがどのような機能を持

つもので，警報が出た場合にはどのように行

動すればよいのかを理解してもらわなけれ

ばならない．このように，効果的な津波防災

対策を実施するためには，津波防災に関わる

様々な要素を包括的に勘案した総合的な津

波防災戦略が不可欠となる． 
 

２．研究の目的 
 

本研究は，津波災害経験の乏しい発展途上

国を主な対象として，効果的な津波防災対策

を実施する際に必要な総合的な津波防災戦

略のモデルを提案するとともに，いくつかの

発展途上国への具体的な導入考えた場合の

課題を整理した上で，津波警報システムを構

築することを目的とする． 
 
３．研究の方法 
 

我々が提案する津波警報システムは，1)シ
ンプルかつ安価なシステムで，途上国でも問

題なくメンテナンスできる点，2)平時利用を

主目的とし，日常的に沿岸地域の人々に有益

な情報を提供するとともに，拡張機能として

津波発生時には津波警報システムとして機

能する点，3)公的機関ではなく，国際的なネ

ットワークを有するリゾートホテルが主体

となって設置・運用を行う点，４)津波発生時

に避難に適した施設がない場所では，集落ご

とに存在する宗教施設を避難施設としてう

まく活動する点である。津波シミュレーショ

ンに基づいて選定した安全な場所に津波外

力に対して十分な耐力を持つ宗教施設を移

設し、これを避難施設として利用することで，

避難施設の位置の住民への周知と構造物の

メンテナンスの問題を解決するものである．

また地域の基幹産業を支えるリゾートホテ

ル群が中心となって，国際的な津波監視ネッ

トワークを構成することで，非科学的な流言

を打破し，地域の津波防災に貢献するビーチ

リゾートとしてのブランド価値を高めると

ともに，スマトラ地震津波災害からの復興を

促進することができる．また，平時には沿岸

部の環境を継続的に観測し，リゾート客，沿

岸部住民・産業に対し，気象情報，レジャー

コンディション情報，海洋資源監視，海洋環

境監視に利用できるため，新たなビジネスチ

ャンスを創出できる． 
平行して，特に津波災害の経験が乏しい地

域の住民に対する地域の津波災害リスク・津

波防災対策に関する教育・啓発活動のあり方

を検討する．また，津波防災対策が実効性を

持つためには，その対策により守られる地域

の利害関係者が，自分たちが作った計画であ

るという感覚（Sense of Ownership）を関係

者間で共有すること，計画が実行に移される

ことが重要である．そこで，ステークホルダ

参画ワークショップによる津波防災計画の

立案・実施・監視プロセスのあり方について

検討を行う． 

 
４．研究成果 

 

(1) 多目的海洋観測ブイの開発と 
その運用実験 

多目的海洋観測ブイを神奈川県平塚沖約

1km の位置にある，神奈川県波浪等観測塔

(旧防災科学技術研究所波浪等観測塔)から約

30m離れた位置に設置し観測した（図 1）． 
使用したブイは株式会社ゼニライトブイ

社製のブイである．そして，その観測ブイに

精密音響測深機 TDM－9000A(タマヤ計測シ

ステム株式会社製)を搭載し波高計測を行っ

た．なお，本実験で計測されたデータは実験

ブイに搭載したハードディスクにより保存

した．観測ブイの諸元を表 1に示す． 
 

表 1 観測ブイ詳細 

使用機器 約1130mm
高さ 約1130mm
最大幅 約1400mm
重量 約200kg 
使用電源 大容量リチウム1次電池  
 



 

 

 
図 1 多目的海洋観測ブイ写真 

 
本実験では神奈川県波浪等観測塔の空中

式超音波波高計によって計測された波高と

観測ブイの計測値を比較検証した．「ゼロア

ップクロス法」により，波を定義し有義波高

H1/3 により有義波高を求めた．まず，両者

の有義波高と時系列を図 2 に示す．図より，

両者は時間的な波の発達，減衰を含め非常に

よく一致しているが，波高に若干の違いが見

られた．そこで，この違いの原因を探るため

に，観測ブイと観測塔の計測値の差と風速の

関係を調べた(図 3)．この図より，特に 2 月

23日や 2月 26日のように風速が高く波が高

い時に観測ブイと観測塔の差が大きくなる

傾向があることが判明した．一方，2 月 27
日のように波が高くても，風速が低い場合

（うねり）には差が小さいこともわかった．

さらに，両者の波高について，散布図を用い

て比較した結果（図 4），音響測深機を用いた

観測ブイの観測値は，神奈川県波浪等観測塔

の観測値より，約 19%高く波高を観測してい

たことがわかった．また，波高が低い場合に

は，高い精度の観測結果が得られるが，波高

が高い場合には精度が少し低くなることが

確認された． 
以上より，観測ブイは風速の高い時（波高

も高くなる場合が多いが），実際よりも高め

の計測値を得ていることがわかった．これは，

観測ブイのサイズが小さいため，風が強い場

合に，実験ブイ自体が傾くことでブイの真下

の水深（海底までの最短距離）ではなく，ブ

イの位置から周辺の海底までの距離を計測

することが原因と考えられる．  

 
図 2 実験全期間有義波高比較 

 
図 3 有義波高差と風速関係図 

 
図4 実験全期間有義波高比較散布図 

 
最後に，本実験の観測ブイによる計測値の

取得率を示し，継続的な津波監視の可能性の

検証を行う．図5はそれぞれ観測ブイが計測

した値について99.9％信頼区間で検定を行っ

た値である．この図より，全実験期間中で約

99%のデータ取得率を示している．この結果，

本実験で用いた音響測深機を計測装置とす

る，観測ブイによる，観測値の取得率は非常

に高いことから電源が確保されれば，安定し

た観測を続けることが可能なことがわかっ

た． 

 
図5 観測値取得率図 

 

 本実験により得られた計測値を用いて，津

波の検知可能性を検証した．本実験期間中に

は津波は発生していないため，神奈川県のホ

ームページで公開されている神奈川県西部

地震津波伝播のシミュレーション結果を観

測値に重ねることで，実験区域内の津波を想

定した．図 6 は 2008 年 2 月 21 日午前 1 時

10 分から観測ブイにより神奈川県西部地震

による津波を観測した事を想定したもので



 

 

ある．そして，このデータにバンドパスフィ

ルタをかける事により津波を抽出し，観測ブ

イを利用した津波警報システムの可能性の

検証を行う．本研究では，津波の周期は一般

的に数分以上とされているため，1 分～1 時

間の周期の波が通過する事ができるバンド

パスフィルタを利用した．図 6のデータにバ

ンドパスフィルタをかけ津波の検出を行っ

た結果を図 7に示す． 

 
図 6 想定津波時の津波観測図 

 
図 7よりバンドパスフィルタをかけた際に，

平常時の波では，観測値は±10cm 以内で推

移するが，津波を観測した際には大きな値と

なり，津波を検知する事ができ，音響測深機

を用いたブイでも十分に津波を検知できる

事がわかった． 

 
図 7 津波検出図 

なお，提案システムの設置は，平塚市の漁

協組合にお願いした．特に特別な装置や機材

がなくても，地元の 2名の漁師さんが小さな

漁船を利用して設置できることが確認でき

た。 
本報告では，紙面の制約から，蓄電池を電

源とした音響測深機を用いたシステムによ

る検討例を示したが，この改良版として，次

のようなシステムに関しても検討と開発を

行った．これらについては，本報告書を参照

されたい． 
ソーラーシステムを電源とした継続計測

が可能な GPS を用いた波高観測システム．

これは音響測深機に比べて，観測地点の水深

による計測誤差が少ない．さらに水位の計測

の代わりに，海底断層の鉛直変位運動の結果

として発生し水中を伝播するＴ-フェーズに

よる水圧変化から津波を評価する観測シス

テム．これは水深を計測するよりも早期に津

波の発生を評価できるだけでなく，その規模

まで評価することが可能なものである．  
 

(2) 津波シミュレーションを用いた 
ブイの最適配置 

インド洋沿岸において，津波による人的被

害の軽減に効果的な多目的ブイの設置位置

を推定した．主にミャンマー，ニコバル，イ

ンドネシアが津波観測情報発信国となれば

インド洋全体での人的被害の軽減が可能で

あることが分かった．各地の人的被害軽減率

を推計した結果，広範囲に多目的ブイのネッ

トワークを構築することで人的被害の大幅

削減が可能であることが分かった．特にイン

ド・スリランカ・バングラディシュ・タイな

どでは最大 96%の軽減が可能である． 
また，多目的ブイネットワークによる人的

被害軽減率の期待値は，沿岸各地のブイ設

置・維持費用負担率を決める際にも活用でき

る．国毎の多目的ブイのネットワーク化の効

果を，人的被害軽減率を尺度にして，自国内

のみでネットワーク化する場合と，インド洋

全体で共有する場合に分けて評価した．その

結果，インド洋全体で観測ネットワークを整

備した場合には，自国のみの場合に比べて最

大 9倍程度の人的被害軽減が見込めることが

分かった．多目的ブイによる観測ネットワー

クが津波警報システムとして十分な効果を

持つことが分かった． 
 
(3) 津波避難シミュレーションに基づく 

津波避難態勢の構築 
本研究では，津波災害時の避難行動モデル

に力学的な手法で人的被害を算出するモデ



 

 

ルを組み込んだ．それと同時に，5m メッシ

ュの津波浸水シミュレーション結果を補間

し，1m メッシュにした津波浸水データを災

害ポテンシャルとして，避難行動シミュレー

ションを行った．この結果，河川の溯上まで

も表現することが可能になり，河川付近で人

的被害が発生してしまっていることがわか

った．なおこの検討においては，限られた時

間内で，地形や道路ネットワーク，人口分布

などの詳細な情報を入手する必要があるこ

とから，データ入手が可能であった三重県尾

鷲市を対象としたが，手法としては，他の地

域にも適用可能である． 

次に作成した津波浸水データを用いて防

潮堤の効果の検証を行った．この結果，防潮

堤に十分強度があり，水門や陸閘が完全に閉

められるような場合にはその効果は非常に

大きく，大幅な被害軽減が期待できることが

明らかになった． 
また，人的被害を評価する際に，各メッシ

ュにおける浸水深，津波による波力，水の流

れに対する抵抗力を算出した．それらのデー

タに加えて，その土地の属性情報，避難場所

に関する情報を簡単に表示するアプリケー

ションの作成を行った．  

地域の災害対応の実情を考慮した実用性

の高いシステムを構築するために，本研究で

対象とした三重県尾鷲市において，避難計画

および津波発生時の対応について聞き取り

調査を行った．その結果，このシステムは地

域住民に津波災害時の避難方法や避難ルー

ト，避難開始のタイミングなどの理解しても

らう上で非常に有効であること，津波災害に

関してリスクコミュニケーションを行う効

果的なツールであることがわかった． 

また提案する津波災害マネジメントシス

テムの主要な設備となる多目的ブイは，価格

（1,000～2,000万円）と利用期間（3～5年），

リゾートビーチごとに存在するホテルの部

屋数と年間平均利用率を対象とすると，最大

でも 1 泊あたりの宿泊費に 2～3 ドルを上乗

せするだけで，維持管理，更新に十分な経費

がまかなえることがわかった． 

以上の結果を持った上で，インド洋沿岸地

域の行政，リゾートホテル関係者や漁業関係

者に提案する多目的ブイの平時利用の対象

になる海洋モニタリングのニーズ調査，提案

する津波災害マネジメントシステムの有効

性の説明，採用の可能性などを確認する聞き

取り調査を行った．その結果，現地では，多

目的ブイによる海洋モニタリングのニーズ

が高いことがわかった．また現地の関係者に

とって，提案する津波災害マネジメントシス

テムの有効性が高く，採用の意思が高いこと

もわかった．これらの結果から，提案システ

ムが現地で受け入れられる可能性が非常に

高いことが確認された．  

 

(4) 得られた成果の位置づけとインパクト 

従来も，「巨大地震・津波による太平洋沿

岸巨大連担都市圏の総合的対応シミュレー

ションと活用手法の開発（平成 14～18 年度）

等において包括的な津波防災対策のあり方

に関する研究は実施されてきている．しかし，

それは津波災害の経験，津波防災に関する豊

富な学術的知見，高度な津波防災技術が前提

となったもので，それらの乏しい発展途上国

にそのまま適用可能なものではない． 

一方，本研究で提案する多目的海洋観測ブ

イと宗教施設などを利用した避難施設を合

わせた津波災害マネジメントシステムは，上

述の前提条件が乏しい発展途上国を対象と

して，特に長期的な津波監視の維持を重視し

た形での総合的津波防災戦略のモデルを提

供できる点で意義は大きい． 

低頻度巨大災害の典型である津波災害に

対する備えは，専門性の高い人々や機関のみ

が対応できる，めったに利用されないシステ

ムを前提にしたのでは機能しにくい．特に津

波災害の経験が少なく，専門家や専門機関に

乏しく，財政的に問題を抱えるインド洋沿岸

の途上国を対象とした場合にはなおさらで

ある．地域の人々の日常生活の中に織り込ん

だシステムとして機能することが重要であ

る．その意味で，海が生活に密着している

人々が，自分達の手で多目的海洋観測ブイを

利用・維持していくことで，地元の海に対す

る理解をさらに深め，生産性や生活の質を向

上させ，いざという時に備えるという，本研

究で確立したフレームワークの考え方は大

きなインパクトを与えるものである． 

 

(5) 今後の展望 

本研究の成果により，津波を探知し，警報

を出し，住民を避難させるに至るまでの全プ

ロセスを総合的に支援するシステムを長期

的に維持するフレームワークの基盤が整っ

たと考えている．今後必要なのは，具体的に

フィールドを決めて，このフレームワークに

則った総合的な津波減災システムを導入し，

長期に渡る実運用を通じて，知見の蓄積と検

証を進めていくことである． 

本研究で確立したフレームワークは，平常

時のシステムの利活用まで視野に入れてい

るため，前述した実地検証までの道のりは遠

くないであろう． 
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